
 

 

 

 

行政が為すべきことを峻別しました ―事業峻別結果 

 

人口減少に伴うまちの存続に対する強い危機意識の下「市役所にしかできない仕事とは

何か」「繰り返しのお役所仕事になっていないか」などの視点を持って、新たな取り組みと

して、市長自らが事業峻別を行い、849事業のうち、廃止 24事業・休止 2事業・一部見直

し 76 事業と評価しました。 

 

 

1 事業峻別の主な取り組み経過 

7月 02日～ 8月 22日 市長による課長代理・係長へのヒアリング 

8月 30日        行政改革推進委員会による外部評価対象事業の選定 

9月 12日～ 9月 28日 市長による課長代理・係長への再ヒアリング 

※対象：廃止・一部見直しと評価された事務事業（106の 

事務事業）。 

9月 20日・ 9月 25日 行政改革推進委員による外部評価会議開催 

※4グループ 27の事務事業。 

10月 18日         行政改革推進委員長が市長へ外部評価結果報告 

10月 22日         行政改革推進本部会（庁内組織）による市長評価結果の承認 

 

2 実施手法 

（1）各課で、シート作成後、7月 2日から 8月 22日までの間、市長自らが業務を熟知し

ている課長代理および係長へのヒアリングを行い、事務事業内容を確認した上で、

峻別しました。 

（2）峻別によって、廃止・一部見直しと中間評価された事務事業については、9月 12日

から 9月 28日までの間、市長自らが課長代理および係長を対象に再ヒアリングを行

い、市長の考えを踏まえた各課の対応を確認しました。 

 

3 行政改革推進委員会による外部評価 

（1）市長によって、廃止・一部見直しと評価された事務事業について、市民目線で妥当

かどうかを評価するため、9 月 20 日および 9 月 25 日に市長の附属機関である行政

改革推進委員会において、外部評価を実施しました。 

（2）外部評価の対象として選定された事務事業は、西山町、シティセールス、高柳町お

よび景観形成の 4グループ 27の事務事業であり、外部評価の結果、市長評価は、お

おむね妥当であるとする意見が多数を占めました。 ※委員名簿は裏面のとおり。 

 

4 事業峻別結果 

  行政改革推進委員会の評価を参考にしながら、849 事業のうち、廃止 24 事業・休止 2

事業・一部見直し 76事業と評価しました。 

  事業峻別によって捻出された金額 204,107 千円（平成 30 年度当初予算ベース・人件

費を含む）は、介護人材確保や新たな産業構築など未来への投資として活用します。 

  なお、事務事業の廃止・休止・一部見直しの時期は、全て来年度で実施するのではな

く、市民や関係団体への説明などを経て、順次、取り組みます。 

  ※事業峻別は、来年度以降も継続し、引き続き、未来への投資を探っていきます。 
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